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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水分を含む焼結原料を、混練工程、造粒工程、乾燥工程の順に通して処理し、前記乾燥
工程で乾燥した後の焼結原料の一部を、前記水分を含む焼結原料又は前記混練工程にリタ
ーンして、前記混練工程又は前記造粒工程における焼結原料の水分率を調整する焼結原料
の事前処理方法であって、
　前記乾燥工程での乾燥が流動層乾燥機を使用したガスによる流動層乾燥であるとともに
、流動後の排ガスに同伴される焼結原料粉を回収し、当該回収粉を、前記乾燥後の焼結原
料の一部として、前記水分を含む焼結原料、又は前記混練工程にリターンし、
　前記水分を含む焼結原料の水分率と、前記混練工程での焼結原料の水分率、又は前記造
粒工程での焼結原料の水分率とを測定し、前記混練工程又は前記造粒工程で測定した水分
率が、狙いの水分率範囲になるように、前記乾燥後の焼結原料のリターン量、又は、前記
乾燥後の焼結原料のリターン量と前記水分を含む焼結原料の処理量を調整し、当該乾燥後
の焼結原料のリターン量の調整は、前記流動層乾燥機の流動化ガス流速を変えることによ
り行うことを特徴とする焼結原料の事前処理方法。
【請求項２】
　水分を含む焼結原料を、粉砕工程、混練工程、造粒工程、乾燥工程の順に通して処理し
、前記乾燥工程で乾燥した後の焼結原料の一部を、前記水分を含む焼結原料、前記粉砕工
程、又は前記混練工程にリターンして、前記粉砕工程、前記混練工程、又は前記造粒工程
における焼結原料の水分率を調整する焼結原料の事前処理方法であって、
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　前記乾燥工程での乾燥が流動層乾燥機を使用したガスによる流動層乾燥であるとともに
、流動後の排ガスに同伴される焼結原料粉を回収し、当該回収粉を、前記乾燥後の焼結原
料の一部として、前記水分を含む焼結原料、前記粉砕工程、又は前記混練工程にリターン
し、
　前記水分を含む焼結原料の水分率と、前記混練工程での焼結原料の水分率、又は前記造
粒工程での焼結原料の水分率とを測定し、前記混練工程又は前記造粒工程で測定した水分
率が、狙いの水分率範囲になるように、前記乾燥後の焼結原料のリターン量、又は、前記
乾燥後の焼結原料のリターン量と前記水分を含む焼結原料の処理量を調整し、当該乾燥後
の焼結原料のリターン量の調整は、前記流動層乾燥機の流動化ガス流速を変えることによ
り行うことを特徴とする焼結原料の事前処理方法。
【請求項３】
　前記水分率をそれぞれ、連続的又は断続的に測定し、前記混練工程又は前記造粒工程で
測定した水分率が、目標値の水分率範囲になるように、前記水分を含む焼結原料の水分率
の変化に合せて、前記乾燥後の焼結原料のリターン量、又は、前記乾燥後の焼結原料のリ
ターン量と前記水分を含む焼結原料の処理量を、逐次調整することを特徴とする請求項１
又は２に記載の焼結原料の事前処理方法。
【請求項４】
　前記リターンする乾燥後の焼結原料を、一旦貯留し、当該貯留した乾燥後の焼結原料を
、前記リターンする乾燥後の焼結原料に替えて、前記粉砕工程、前記混練工程、又は前記
造粒工程における焼結原料の水分率の調整に使用することを特徴とする請求項１～３のい
ずれか１項に記載の焼結原料の事前処理方法。
【請求項５】
　前記水分を含む焼結原料の水分率が変化した際、前記粉砕工程、前記混練工程、又は前
記造粒工程において調整中の焼結原料の水分率が、前記変化の影響を受ける前の水分率を
保つように、前記貯留した乾燥後の焼結原料の使用量、又は、前記貯留した乾燥後の焼結
原料の使用量と前記水分を含む焼結原料の処理量を、調整し、
その後、前記粉砕工程前又は前記混練工程前における焼結原料の水分率が、前記水分率変
化後の水分を含む焼結原料の処理量と、前記リターンする乾燥後の焼結原料のリターン量
とのバランスで決定される水分率になるように、
　前記貯留した乾燥後の焼結原料の使用量を、前記リターン量と同量にする方向で、
　前記貯留した乾燥後の焼結原料の使用量、又は、前記貯留した乾燥後の焼結原料の使用
量と前記水分を含む焼結原料の処理量を、連続的又は断続的に変化させることを特徴とす
る請求項４に記載の焼結原料の事前処理方法。
【請求項６】
　前記混練工程又は前記造粒工程で、バインダーを添加することを特徴とする請求項１～
５のいずれか１項に記載の焼結原料の事前処理方法。
【請求項７】
　前記水分を含む焼結原料にマラバンバ鉱石、ピソライト鉱石、又はマラマンバ鉱石とピ
ソライト鉱石を２０～１００質量％（ｄｒｙ）含むことを特徴とする請求項１～６のいず
れか１項に記載の焼結原料の事前処理方法。
【請求項８】
　前記バインダーがポリアクリル酸系の分散剤、又は生石灰であることを特徴とする請求
項６又は７に記載の焼結原料の事前処理方法。
【請求項９】
　水分を含む焼結原料の貯留槽と、当該貯留槽から切り出される前記焼結原料を搬送する
搬送装置と、その後段の混練機、造粒機、及び乾燥機と、当該乾燥機により乾燥された乾
燥物の一部を前記搬送装置又は前記混練機に返送するリターン装置と、を有する焼結原料
の事前処理装置であって、
　前記水分を含む焼結原料の水分測定装置と、前記混練機入側、前記混練機出側、前記造
粒機入側、又は前記造粒機出側の少なくともいずれかにおける焼結原料の水分測定装置と
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を、更に備え、
　前記水分を含む焼結原料の貯留槽は、原料の切出し量を制御でき、
　前記乾燥機が、流動化ガス流速を変えることができ、流動後の排ガス中に同伴される微
粉を集塵して回収する機能を有する流動床乾燥機であって、且つ、前記リターン装置が、
前記回収した微粉を返送するリターン装置であることを特徴とする焼結原料の事前処理装
置。
【請求項１０】
　水分を含む焼結原料の貯留槽と、リターンされる焼結原料の貯留槽と、前記両貯留槽か
ら切り出される前記両焼結原料を搬送する搬送装置と、その後段の混練機、造粒機、及び
乾燥機と、当該乾燥機により乾燥された乾燥物の一部を前記リターンされる焼結原料の貯
留槽に返送するリターン装置と、を有する焼結原料の事前処理装置であって、
　前記水分を含む焼結原料の水分測定装置と、前記混練機入側、前記混練機出側、前記造
粒機入側、又は前記造粒機出側の少なくともいずれかにおける焼結原料の水分測定装置と
を、更に備え、
　前記水分を含む焼結原料の貯留槽及び前記リターンされる焼結原料の貯留槽は、原料の
切出し量を制御でき、
　前記乾燥機が、流動化ガス流速を変えることができ、流動後の排ガス中に同伴される微
粉を集塵して回収する機能を有する流動床乾燥機であって、且つ、前記リターン装置が、
前記回収した微粉を返送するリターン装置であることを特徴とする焼結原料の事前処理装
置。
【請求項１１】
　前記搬送装置の後段に粉砕機を有し、更にその後段に前記混練機を有することを特徴と
する請求項９又は１０記載の焼結原料の事前処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は焼結原料の事前処理方法及び事前処理装置に関し、特に焼結原料の含有水分が
変動した場合であっても、生産性を悪化させることなく、効率よく焼結原料の事前処理を
行うことが可能な焼結原料の事前処理方法及び事前処理装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　焼結鉱の製造においては、焼結機へ原料を供給する前に、焼結原料の事前処理を行う。
【０００３】
　当該事前処理は、先ず鉄鉱石、副原料（例えば、石灰粉、蛇紋岩等）、燃料（例えば、
コークス粉等）等の焼結原料を、レディゲミキサー、アイリッヒミキサー等の混練機で水
分を添加調節しながら混練する混練工程と、その後のドラムミキサー、ペレタイザー等の
造粒機で水分を必要に応じて調節しながら造粒して擬似粒子（造粒物とも言う）を造る造
粒工程とを通して処理する。擬似粒子とは、一般的に、０．５ｍｍ以下の微粉粒子が１～
３ｍｍの核粒子に付着している粒子である。尚、混練性や造粒性の向上のため、混練工程
の前段に粉砕工程を設けて、ボールミル等で焼結原料を粉砕しておく場合もある。
【０００４】
　この際、擬似粒子が後工程の焼結工程における焼結機内（湿潤帯、乾燥帯等）で崩壊し
難いことが必要である。焼結原料をこのように擬似粒子とすることで、焼結機内での焼結
原料充填層（焼結ベッド）中の通気性を向上し、焼結機の生産性向上を図ることができる
。
【０００５】
　すなわち、擬似粒子には、焼結機までの搬送過程と焼結機内で崩壊しないような強度（
圧壊強度）が求められる。このような強度を発現するためには、焼結原料の適切な事前処
理が必要であり、混練及び造粒時に、焼結原料の水分量を適切に調整して、できるだけ均
一混合となるように混練し、核粒子の周りに微粉粒子が旨く付着するように造粒して、崩
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壊し難い擬似粒子を造ることが重要である。
【０００６】
　また、近年、焼結機において主流として使用されてきた赤鉄鉱等の鉄鉱石の供給量が減
少し、ピソライト鉱石等の結晶水含有率が高い（例えば３質量％以上）鉄鉱石、マラマン
バ鉱石、高燐ブロックマン、及びペレットフィード等の微粉鉱石の供給量が増加している
。このような鉄鉱石は、従来使用されてきた鉄鉱石と比較して造粒し難いという特徴があ
り、より適切な事前処理を行うことが必要とされる。
【０００７】
　こうしたなか、焼結原料を造粒して擬似粒子化した後に、乾燥することで、擬似粒子の
圧壊強度を上げて、擬似粒子の搬送過程や焼結機内での崩壊を抑制する技術が知られてい
る（例えば、特許文献１参照）。
【０００８】
　一方、焼結原料は原料ヤードからダンプカー等で焼結原料の事前処理設備へと運ばれる
が、焼結原料は、屋外の原料ヤードに野積みされていることが多く、雨が降った際には、
原料が濡れて、水分率（＝水分質量／焼結原料質量-wet）が通常の数％から１０数％へと
急増する。
【０００９】
　通常、前述した混練時や造粒時は、混練方法や造粒方法によっても異なるが、水分を５
～１０％程度で行うことが多く、この範囲を外れると混練性や造粒性が悪化し、擬似粒子
が製造される歩留まりが悪化する上、造られた擬似粒子の強度も弱く、搬送途中や焼結機
内で崩壊する量が多くなる。水分率が低い場合には、混練工程等で新たに水分を添加する
ことで対応できるが、水分率が多い場合は、対応が難しく、そのため、雨天時の焼結鉱の
生産性は、大幅に低下するという問題があった。また、焼結工程で処理する焼結原料の水
分率が高すぎると、焼結機内で過剰水分の蒸発潜熱及び顕熱上昇分の熱補償が必要となり
、燃料原単位が上昇するという問題も存在した。
【００１０】
　その対策として、混練前に乾燥工程を設けて、１０数％程度の水分を含む焼結原料の水
分率を低下させるという手段が考えられるが、そのために新たな乾燥設備を導入すること
は、焼結鉱の生産コスト上昇を招くという問題がある。また、混練工程の前段に乾燥工程
を設けたとしても、乾燥の程度を水分を残した状態で均一に制御することは難しいため、
通常は焼結原料が平衡含水率に達する程度まで（水分率が０質量％に近くなるまで）乾燥
するが、この場合は、混練工程や造粒工程で再度多量の水分を添加して水分率を適正範囲
（例えば、５～１０質量％）に調整する必要があり、非効率である。
【００１１】
　また、水分量の調整方法としては、焼結機出側の歩留まり落ち焼結鉱等を返鉱として混
練工程や造粒工程にリターンし、焼結原料中の水分率を制御する技術が知られている（例
えば、特許文献２参照）。しかしながら、返鉱は粒度が粗いと共に硬度が高いため、混練
機や造粒機の攪拌翼等を磨耗させる度合いが高く、例えば、混練機にレディゲミキサーを
用いた場合は、攪拌翼寿命が通常０．５～１年のものが、１ヶ月程度まで短くなるという
問題があった。
【特許文献１】特開平３－２１５６２９号公報
【特許文献２】特開平７－６２４５６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　本発明は、上述した事情に鑑み提案されたもので、焼結原料の造粒物である擬似粒子の
強度を、搬送時や焼結時に擬似粒子が崩壊することを抑制できる程度に高めると共に、雨
天時等で、焼結原料の水分率が高くなった場合でも、混練や造粒、又は粉砕や混練や造粒
を適切な水分範囲に調整して処理できるようにして、生産性を悪化させることなく効率よ
く焼結原料の事前処理を行うことが可能な焼結原料の事前処理方法及び事前処理装置を提
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供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明に係る焼結原料の事前処理方法は、上述した課題を解決するために提案されたも
ので、以下の特徴点を備えている。
（１）水分を含む焼結原料を、混練工程、造粒工程、乾燥工程の順に通して処理し、前記
乾燥工程で乾燥した後の焼結原料の一部を、前記水分を含む焼結原料又は前記混練工程に
リターンして、前記混練工程又は前記造粒工程における焼結原料の水分率を調整する焼結
原料の事前処理方法であって、前記乾燥工程での乾燥が流動層乾燥機を使用したガスによ
る流動層乾燥であるとともに、流動後の排ガスに同伴される焼結原料粉を回収し、当該回
収粉を、前記乾燥後の焼結原料の一部として、前記水分を含む焼結原料、又は前記混練工
程にリターンし、前記水分を含む焼結原料の水分率と、前記混練工程での焼結原料の水分
率、又は前記造粒工程での焼結原料の水分率とを測定し、前記混練工程又は前記造粒工程
で測定した水分率が、狙いの水分率範囲になるように、前記乾燥後の焼結原料のリターン
量、又は、前記乾燥後の焼結原料のリターン量と前記水分を含む焼結原料の処理量を調整
し、当該乾燥後の焼結原料のリターン量の調整は、前記流動層乾燥機の流動化ガス流速を
変えることにより行うことを特徴とする。
（２）水分を含む焼結原料を粉砕工程、混練工程、造粒工程、乾燥工程の順に通して処理
し、前記乾燥工程で乾燥した後の焼結原料の一部を、前記水分を含む焼結原料、前記粉砕
工程、又は前記混練工程にリターンして、前記粉砕工程、前記混練工程、又は前記造粒工
程における焼結原料の水分率を調整する焼結原料の事前処理方法であって、前記乾燥工程
での乾燥が流動層乾燥機を使用したガスによる流動層乾燥であるとともに、流動後の排ガ
スに同伴される焼結原料粉を回収し、当該回収粉を、前記乾燥後の焼結原料の一部として
、前記水分を含む焼結原料、前記粉砕工程、又は前記混練工程にリターンし、前記水分を
含む焼結原料の水分率と、前記混練工程での焼結原料の水分率、又は前記造粒工程での焼
結原料の水分率とを測定し、前記混練工程又は前記造粒工程で測定した水分率が、狙いの
水分率範囲になるように、前記乾燥後の焼結原料のリターン量、又は、前記乾燥後の焼結
原料のリターン量と前記水分を含む焼結原料の処理量を調整し、当該乾燥後の焼結原料の
リターン量の調整は、前記流動層乾燥機の流動化ガス流速を変えることにより行うことを
特徴とする。
（３）前記（１）又は（２）記載の焼結原料の事前処理方法において、前記水分率をそれ
ぞれ、連続的又は断続的に測定し、前記混練工程又は前記造粒工程で測定した水分率が、
狙いの水分率範囲になるように、前記水分を含む焼結原料の水分率の変化に合せて、前記
乾燥後の焼結原料のリターン量、又は、前記乾燥後の焼結原料のリターン量と前記水分を
含む焼結原料の処理量を、逐次調整することを特徴とする。
（４）前記（１）～（３）のいずれかに記載の焼結原料の事前処理方法において、前記リ
ターンする乾燥後の焼結原料を、一旦貯留し、当該貯留した乾燥後の焼結原料を、前記リ
ターンする乾燥後の焼結原料に替えて、前記粉砕工程、前記混練工程、又は前記造粒工程
における焼結原料の水分率の調整に使用することを特徴とする。
（５）前記（４）に記載の焼結原料の事前処理方法において、前記水分を含む焼結原料の
水分率が変化した際、前記粉砕工程、前記混練工程、又は前記造粒工程において調整中の
焼結原料の水分率が、前記変化の影響を受ける前の水分率を保つように、前記貯留した乾
燥後の焼結原料の使用量、又は、前記貯留した乾燥後の焼結原料の使用量と前記水分を含
む焼結原料の処理量を、調整し、その後、前記粉砕工程前又は前記混練工程前における焼
結原料の水分率が、前記水分率変化後の水分を含む焼結原料の処理量と、前記リターンす
る乾燥後の焼結原料のリターン量とのバランスで決定される水分率になるように、前記貯
留した乾燥後の焼結原料の使用量を、前記リターン量と同量にする方向で、前記貯留した
乾燥後の焼結原料の使用量、又は、前記貯留した乾燥後の焼結原料の使用量と前記水分を
含む焼結原料の処理量を、連続的又は断続的に変化させることを特徴とする請求項５記載
の焼結原料の事前処理方法。
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（６）前記（１）～（５）のいずれかに記載の焼結原料の事前処理方法において、前記混
練工程又は前記造粒工程で、バインダーを添加することを特徴とする。
（７）前記（１）～（６）のいずれかに記載の焼結原料の事前処理方法において、前記水
分を含む焼結原料にマラバンバ鉱石、ピソライト鉱石、又はマラマンバ鉱石とピソライト
鉱石を２０～１００質量％（ｄｒｙ）含むことを特徴とする。
（８）前記（６）又は（７）に記載の焼結原料の事前処理方法において、前記バインダー
がポリアクリル酸系の分散剤、又は生石灰であることを特徴とする。
（９）焼結原料の事前処理装置であって、水分を含む焼結原料の貯留槽と、当該貯留槽か
ら切り出される前記焼結原料を搬送する搬送装置と、その後段の混練機、造粒機、及び乾
燥機と、当該乾燥機により乾燥された乾燥物の一部を前記搬送装置又は前記混練機に返送
するリターン装置と、を有する焼結原料の事前処理装置であって、前記水分を含む焼結原
料の水分測定装置と、前記混練機入側、前記混練機出側、前記造粒機入側、又は前記造粒
機出側の少なくともいずれかにおける焼結原料の水分測定装置とを、更に備え、前記水分
を含む焼結原料の貯留槽は、原料の切出し量を制御でき、前記乾燥機が、流動化ガス流速
を変えることができ、流動後の排ガス中に同伴される微粉を集塵して回収する機能を有す
る流動床乾燥機であって、且つ、前記リターン装置が、前記回収した微粉を返送するリタ
ーン装置であることを特徴とする。
（１０）焼結原料の事前処理装置であって、水分を含む焼結原料の貯留槽と、リターンさ
れる焼結原料の貯留槽と、前記両貯留槽から切り出される前記両焼結原料を搬送する搬送
装置と、その後段の混練機、造粒機、及び乾燥機と、当該乾燥機により乾燥された乾燥物
の一部を前記リターンされる焼結原料の貯留槽に返送するリターン装置と、を有する焼結
原料の事前処理装置であって、前記水分を含む焼結原料の水分測定装置と、前記混練機入
側、前記混練機出側、前記造粒機入側、又は前記造粒機出側の少なくともいずれかにおけ
る焼結原料の水分測定装置とを、更に備え、前記水分を含む焼結原料の貯留槽及び前記リ
ターンされる焼結原料の貯留槽は、原料の切出し量を制御でき、前記乾燥機が、流動化ガ
ス流速を変えることができ、流動後の排ガス中に同伴される微粉を集塵して回収する機能
を有する流動床乾燥機であって、且つ、前記リターン装置が、前記回収した微粉を返送す
るリターン装置であることを特徴とする。
（１１）前記（９）又は（１０）記載の焼結原料の事前処理装置において、前記搬送装置
の後段に粉砕機を有し、更にその後段に前記混練機を有することを特徴とする。
【００１４】
　尚、本発明に係わる「水分率」における水の意味は、自由水のことであり、結晶水を含
まない。
【００１５】
　また、水分率＝（焼結原料中の水分質量／焼結原料質量(wet)）×１００　と定義する
。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明に係る焼結原料の事前処理方法は、造粒した擬似粒子の乾燥工程を設けて、擬似
粒子の強度を向上させると共に、乾燥後の焼結原料の一部を循環させて水分値を調整する
ことにより、梅雨や台風等による豪雨の影響を受けて焼結原料の含有水分が増加変動した
場合であっても、生産性を悪化させることなく効率よく焼結原料の事前処理を行うことが
可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　本発明で使用する焼結原料は、水分を含むと共に、鉄鉱石を含む焼結原料である。
【００１８】
　鉄鉱石単独での使用の他、鉄鉱石に加えて、更に、製鉄ダスト（高炉集塵ダスト、転炉
ダスト等）、石灰石、ドロマイト、蛇紋岩、珪石、カンラン石、コークス粉、無煙炭等の
１種又は２種以上を加えた混合原料を用いることができる。
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【００１９】
　鉄鉱石としては、通常の焼結原料として使用するものであれば種類は問わず、赤鉄鉱、
磁鉄鉱の他、結晶水を多く含む鉄鉱石（例えば、針鉄鉱、褐鉄鉱（ピソライト鉱等）等）
でも良く、更には、多孔質のもの（例えば、マラマンバ鉱石）でも、造粒物（擬似粒子）
の崩壊を抑制することができると共に、雨天時に焼結原料の水分率が急上昇した場合でも
、混練や造粒、又は粉砕や混練や造粒を適切な水分範囲に調整して処理できるようにして
、生産性を悪化させることなく効率よく焼結原料の事前処理を行うことが可能である。
【００２０】
　乾燥前の焼結原料の造粒物中に含有される鉄鉱石の割合としては、２０～１００質量％
（ｄｒｙ）が好ましい。特に、鉄鉱石にマラマンバ鉱石やピソライト鉱石を使用した場合
は、乾燥前の焼結原料の造粒物中に含有される、マラマンバ鉱石の割合、ピソライト鉱石
の割合、又はマラマンバ鉱石とピソライト鉱石を両方含む場合は合計の割合、としては、
２０～１００質量％（ｄｒｙ）が好ましい。２０質量％未満では、焼結原料としての鉄鉱
石の割合が少なすぎて、生産性を悪化させるため、後工程で更に鉄鉱石を多量に添加する
必要があるからである。鉄鉱石の割合が大部分の場合は、後工程でその他の焼結に必要な
原料を添加する。
【００２１】
　また、鉄鉱石を含む焼結原料に添加するバインダーとしては、造粒性を高めるという点
で、例えば、ポリアクリル酸系の分散剤、生石灰、リグニンのうち少なくとも１種類以上
を用いることが好ましい。特に、マラマンバ鉱石等の多孔質の鉄鉱石を焼結原料に含む場
合は、ポリアクリル酸ナトリウムがより好ましい。
【００２２】
　以下、図面を参照して、本発明に係る焼結原料の事前処理方法の実施形態を説明する。
図１、図２、及び図５は、本発明に係る焼結原料の事前処理方法に用いるプロセスフロー
例を示すものである。図３、図４、及び図６は、本発明に係る焼結原料の事前処理方法に
用いる設備の概略構成例を示すものである。また、図７は、本発明に係る焼結原料の事前
処理方法に用いる流動床乾燥機（流動層乾燥機とも言う）の概略構成を示す模式図である
。
【００２３】
　＜第１の実施形態＞
　焼結鉱を製造するための、本発明に係わる焼結原料の事前処理における、第１の実施形
態は、図１に示すように、水分を含む焼結原料２１を、混練工程２２、造粒工程２３、乾
燥工程２４の順に通して処理し、乾燥工程で乾燥した後の焼結原料の一部を、水分を含む
焼結原料２１又は混練工程２２にリターンして、混練工程２２又は造粒工程２３における
焼結原料の水分率を調整する。
【００２４】
　乾燥した後の焼結原料をリターンすることにより、水分を含む焼結原料２１の水分率が
高い場合でも、混練時、造粒時における原料水分率を適正値に調整することが可能となる
。
【００２５】
　ここで、混練工程２２には、混練機の他、その前後の焼結原料の搬送装置、焼結原料の
混練機への投入及び排出装置、必要に応じてバインダーや水分の添加装置等を含むもので
ある。
【００２６】
　造粒工程２３には、造粒機の他、その前後の焼結原料の搬送装置、焼結原料の造粒機へ
の投入及び排出装置、必要に応じて水分やバインダーの添加装置等を含むものである。
【００２７】
　乾燥工程２４には、乾燥機の他、その前後の焼結原料の造粒物（擬似粒子ともいう）搬
送装置、造粒物の乾燥機への投入及び排出装置等を含むものである。
【００２８】
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　乾燥した後の焼結原料の一部をリターンする方法としては、例えば、乾燥工程の後段に
篩いを設け（図示せず）、篩い下の微粉を、ベルトコンベア、バケットコンベア、又は気
流搬送等によってリターンすればよい。勿論、微粉や粗粉等の分級をせずに無作為に乾燥
後の焼結原料の一部をリターンすることも可能であるが、焼結工程等の後工程に搬送する
事前処理後の焼結原料に、焼結機内の通気性を阻害する微粉を含めず、焼結鉱の生産性を
向上させるためには、篩い分けを行い、微粉をリターンすることが好ましい。
【００２９】
　＜第２の実施形態＞
　次に、本発明に係わる第２の実施形態は、図２に示すように、第１の実施形態における
混練工程２２の前段に、粉砕工程２５を設けた形態である。その他の工程は、第一の実施
形態と同様であるが、乾燥工程で乾燥した後の焼結原料の一部は、水分を含む焼結原料２
１、粉砕工程２５、又は混練工程２２にリターンして、粉砕工程２５、混練工程２２、又
は造粒工程２３における焼結原料の水分率を調整する。
【００３０】
　乾燥した後の焼結原料をリターンすることにより、水分を含む焼結原料２１の水分率が
高い場合でも、粉砕時、混練時、造粒時における原料水分率を適正値に調整することが可
能となる。
【００３１】
　粉砕工程を有する本実施形態では、粉砕される焼結原料に、焼結における燃料源のコー
クス粉及び無煙炭を含むと、微粉砕されたこれらの燃料源は、焼結時に急激に燃焼してし
まい、温度制御が困難となるため、燃料源は粉砕後に添加することが好ましい。
【００３２】
　粉砕工程２５には、粉砕機の他、その前後の焼結原料の搬送装置、焼結原料の粉砕機へ
の投入及び排出装置、必要に応じて水分の添加装置等を含むものである。
【００３３】
　ここで、各工程で使用する機器について説明する。
【００３４】
　混練機としては、レディゲミキサーを始め、アイリッヒミキサーやヘンシェルミキサー
、ボールミル等を使用することができる。
【００３５】
　造粒機としては、ドラムミキサーを始め、ディスクペレタイザー等を使用することがで
きる。尚、レディゲミキサー、アイリッヒミキサー、及びヘンシェルミキサーは、造粒機
能も有するため、混練工程と造粒工程を１工程で行うことも可能である。但し、造粒物の
歩留まりは、造粒工程を別途分けた場合に比べて悪化するため、２つの工程に分けて行う
ことがより好ましい。
【００３６】
　粉砕機としては、２軸ロール形式の圧縮粉砕機であるローラープレスや、ボールミル等
を使用することができる。ボールミルは混練機能も有するため、粉砕工程と混練工程を１
工程で行うことも可能である。但し、焼結原料の造粒し易さからは、ローラープレスを用
いた方が良く、特にマラマンバ鉱石等の多孔質な鉄鉱石を原料に含む場合は、その効果が
顕著であり、粉砕にはローラープレスを使用し、粉砕工程と混練工程は２つに分けて行う
ことがより好ましい。
【００３７】
　乾燥機としては、ガスによる流動層乾燥機を使用することができる。
【００３８】
　図３は、図１のプロセスフロー例にて示した、本発明に係る焼結原料の事前処理方法に
用いる設備概略構成例を示している。
【００３９】
　本構成例では、水分を含む焼結原料の貯留槽６１、その後段に、当該貯留槽６１から切
出された水分を含む焼結原料を後工程に搬送するための搬送装置６２、混練機６３、造粒
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機６４、流動層乾燥機６５ａが順に配置されている。混練機６３で混練する際には、焼結
原料にバインダーが添加されていることが造粒物の強度を向上させる上で好ましい。乾燥
工程としては、熱風ガスにより造粒された擬似粒子を流動化して乾燥する流動層乾燥機６
５ａに加えて、排ガスと同伴されるダスト（微粉）を回収する集塵機６５ｂを備えており
、回収された乾燥ダスト（微粉）は、リターン装置６６ａにより、混練機前にリターンさ
れる（リターンされる乾燥ダストをリターン粉とも呼称する）。乾燥後の焼結原料（微粉
）は、ほぼ水分率が０質量％の平衡含水率状態となる。
【００４０】
　また、本構成例では、水分を含む焼結原料の貯留槽６１から切出された後の原料水分を
測定する水分計６７ａ、及び、貯留槽６１から切出された焼結原料２１とリターン粉とが
合流した後の原料水分を測定するための水分計６７ｂを更に備えている。水分計は、水分
計６７ｂに替えて、混練機６３の直前、又は、造粒機６４の直後に設置しても良く、複数
設置しても構わない。
【００４１】
　これらの水分計により、貯留槽６１から切出された水分を含む焼結原料２１の水分率を
測定することに加えて、混練工程２２における混練機６３の前若しくは後での焼結原料の
水分率、又は、造粒工程２３における造粒機６４の前若しくは後での焼結原料の水分率を
測定し、混練工程又は造粒工程で測定した水分率が、狙いの水分率範囲になるように、乾
燥後の焼結原料のリターン量を調整する。狙いの水分率は焼結原料の種類や混練機、造粒
機の種類によっても異なるため、適宜設定する。
【００４２】
　この際、乾燥後の焼結原料のリターン量に加えて、貯留槽６１から切出す水分を含む焼
結原料２１の量も一緒に調整して、混練機６３で処理される焼結原料の処理量を、狙いの
処理量、又は混練機６３の処理能力範囲内の量に合せることが好ましい。例えば、水分を
含む焼結原料２１の水分率が高い場合は、乾燥後の焼結原料のリターン量を増やすと共に
、貯留槽６１からの水分を含む焼結原料２１の切出し量を減らして、混練機に搬送される
トータルの焼結原料の量を所定の値（狙いの処理量）に保つように調整する。
【００４３】
　また、水分率は連続的又は断続的に測定し、水分を含む焼結原料２１の水分率の経時変
化に連動させて、乾燥後の焼結原料のリターン量を逐次調整して狙いの水分率とすること
がより好ましい。
【００４４】
　また、水分調整に必要な、乾燥後の焼結原料のリターン量が、集塵機６５ｂで回収した
ダスト（微粉）の量だけでは足りない場合は、流動層乾燥機６５ａで乾燥した造粒物（擬
似粒子）の一部についても、リターン装置６６ｂでリターンして、水分調整に使用するこ
とができる。また、別の手段として、流動層乾燥機６５ａにおける流動化ガス流速を高め
ることで、分級粒径をより小さくして、排ガスに同伴されるダスト量を増加させることも
可能であり、リターン装置を２系統設置しなくても良くなるため、好ましい。
【００４５】
　図４は、図２のプロセスフロー例にて示した、本発明に係る焼結原料の事前処理方法に
用いる設備概略構成例を示している。
【００４６】
　本設備概略構成例の図３との違いは、１）集塵機６５ｂからのリターン粉又は流動層乾
燥機６５ａからの造粒物（擬似粒子）の一部を一度、リターン焼結原料の貯留槽６９へ貯
めること、及び、２）混練機６３の前段に粉砕機６８を加えていることである。
【００４７】
　リターン焼結原料の貯留槽６９を設けることで、リターン粉等の粉砕機６８に投入する
量を、リターン粉の回収流量（ほぼ一定値）よりも、増加させることができるようになる
。これにより、水分を含む焼結原料２１の水分率が急激に上昇した場合でも、リターン焼
結原料の貯留槽６９からの切出し量を一次的に増加させることで、後工程での狙いの焼結
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原料の水分率に調整が可能となる。
【００４８】
　尚、図４の設備概略構成例のように、リターン焼結原料の貯留槽６９を設ける場合も、
図３と同様の方法で水分調整が可能である。例えば、リターン焼結原料の貯留槽６９から
の切出し量を、狙いの水分率に合せて、逐次調整する際は、水分を含む焼結原料の貯留槽
６１からの水分を含む焼結原料２１の切出し量も合せて調整し、リターン焼結原料と水分
を含む焼結原料２１との合計が、粉砕工程、混練工程、造粒工程、及び乾燥工程での処理
能力の範囲内となるように調整することが好ましいものである。更には、これらの工程に
おける設定処理量（目標処理量）となるように調整することがより好ましい。
【００４９】
　また、粉砕、混練、造粒時には、適正な水分範囲内であったとしても、焼結原料の水分
率変化が急激に生じたときには、適正な処理を行えないことがあるため、図４の設備概略
構成例のように、リターン焼結原料の貯留槽６９を設ける場合においては、水分を含む焼
結原料の水分率が急激に変化しても、上記の水分調整方法で、逐次、少しずつ水分率を変
化させて狙い値（範囲）に調整することがより好ましい。
【００５０】
　すなわち、水分を含む焼結原料の水分率が変化した際、粉砕工程、混練工程、又は造粒
工程において調整中の焼結原料の水分率が、前記変化の影響を受ける前の水分率を保つよ
うに、貯留した乾燥後の焼結原料の使用量、又は、貯留した乾燥後の焼結原料の使用量と
水分を含む焼結原料の処理量を、調整し、その後、粉砕工程前又は混練工程前における焼
結原料の水分率が、水分率変化後の水分を含む焼結原料の処理量と、リターンする乾燥後
の焼結原料のリターン量とのバランスで決定される水分率になるように、貯留した乾燥後
の焼結原料の使用量を、リターン量と同量にする方向で、貯留した乾燥後の焼結原料の使
用量、又は、貯留した乾燥後の焼結原料の使用量と水分を含む焼結原料の処理量を、連続
的又は断続的に変化させることがより好ましい。
【００５１】
　また、焼結原料の水分率が、水分率変化後の水分を含む焼結原料の処理量と、リターン
する乾燥後の焼結原料のリターン量とのバランスで決定される水分率になった後は、リタ
ーン焼結原料の貯留槽６９内における乾燥後の焼結原料の貯留量が減っているため、貯留
量を元に戻すように、一時、貯留槽６９へのリターン量に対する貯留槽６９からの切出し
量を、後工程での適正処理に影響を与えない程度に僅かに減らして、リターン焼結原料の
貯留槽６９内における乾燥後の焼結原料の貯留量を元に戻すことが好ましい。
【００５２】
　ここで、図４の設備を用いた、具体的な一例について以下に説明する。なお、各水分計
での水分率は、連続的又は周期的に計測しているケースとする（リターン焼結原料の貯留
槽６９内の焼結原料の水分率は、乾燥粉のため０質量％とおく）。
【００５３】
　水分を含む焼結原料の水分率が８質量％、リターン焼結原料の貯留槽６９からの切出し
量の割合が混練時の全焼結原料に対して１０質量％（リターン量と切出し量は同量とし、
貯留槽６９内の焼結原料はできるだけ最大貯留量に近づけておくことが好ましい）、混練
工程での適正水分率が８～１０質量％（造粒後の収率が最も良い範囲）、通常時に８．５
質量％の水分率で混練処理している場合（混練時に水分添加）において、豪雨等により急
激に水分を含む焼結原料の水分率が１１質量％に増加した際は、
　（１）先ずは、リターン焼結原料の貯留槽６９からの切出し量の割合を混練時の全焼結
原料に対して１０質量％→３０質量％に増加させ、（２）それと共に混練時の水分添加を
止める又は添加量を減らして、（３）混練時の水分率を８．５質量％に保つ。（４）次に
、リターン焼結原料の貯留槽６９からの切出し量の割合を混練時の全焼結原料に対して３
０質量％から１０質量％になるように、徐々に切出し量を減らし、（５）貯留槽６９から
の切出し量の割合が混練時の全焼結原料に対して元の１０質量％になった際の混練時の水
分率を、適正水分率の範囲内に抑える（例えば、結果的に９．５質量％になる）。
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【００５４】
　前記（４）の貯留槽６９からの切出し量を徐々に減らす速度は、焼結原料の種類や、混
練機、造粒機等の特性によっても異なるため、適宜設定する。事前に適正速度範囲を試験
により明確にしておくことが好ましい。
【００５５】
　もしも、混練時の水分率が適正水分率の範囲を超えてしまうような場合は、適正範囲に
入るように、貯留槽６９からの切出し量の割合を混練時の全焼結原料に対して１０質量％
超として調整する。
【００５６】
　貯留槽６９内の焼結原料は、上記操作により減っているため、その後、切出し量に対す
るリターン量を増やして、貯留槽６９内の焼結原料の量を、上記操作前の元の貯留量に戻
す。乾燥機に流動層乾燥機を使用している場合は、前述のように、流動化ガス流速を高め
ることで、簡単にリターン量を増やすことができる。
【００５７】
　尚、混練時の水分率の変動は、１．５質量％以内の変動に抑えると、各処理工程での適
正管理が容易で、生産性を低下させることなく、処理することが可能であるため好ましい
（上述の例では、８．５から９．５質量％と１％の増加に留まっている）。そのためには
、通常時の処理においては、混練時や造粒時の適正水分率を、適正範囲の低い側で設定し
ておくことが好ましい。
【００５８】
　＜第３の実施形態＞
　次に、本発明に係わる第３の実施形態は、第１の実施形態又は第２の実施形態で処理し
た後の造粒物の焼結原料を、別の工程で事前処理を行った焼結原料と混合した後、焼結を
行うことを特徴とする。
【００５９】
　本形態は、例えばマラバンバ鉱やピソライト鉱等の造粒し難い原料は、第１や第２の実
施形態で水分を含む焼結原料として処理して、造粒物の強度を向上させると共に、ヘマタ
イト鉱などの造粒し易い焼結原料は、別の工程で従来技術により処理して、処理効率を向
上させて、その後、両者を混合して焼結工程で処理するケースである。
【００６０】
　例えば、第１の実施形態で処理した後の造粒物の焼結原料を、別の工程で造粒処理した
後の焼結原料と混合したケースを図５に示す。
【００６１】
　図５の例は、別の工程として、例えば、他の焼結原料２１ｂを２回の造粒工程２３ｂ、
２３ｃで処理したケースであるが、通常は１回の造粒工程で構わない。造粒時間が１回だ
けでは不足する場合等に、図５のように２回の造粒工程で処理する。
【００６２】
　本発明に係わる実施形態で処理した焼結原料の混合先は、図５の例に限らず、造粒工程
２３ｂの後段に送り、造粒工程２３ｃにて、他の焼結原料２１ｂと一緒に造粒処理しても
構わない。
【００６３】
　図６は、図５のプロセスフロー例にて示した、本発明に係る焼結原料の事前処理方法に
用いる設備概略構成例を示している。
【００６４】
　図６の例は、別の工程で事前処理した焼結原料と混合する前の、水分を含む焼結原料の
事前処理工程については、図３とほぼ同様である。本例においては、焼結クーラー７１の
排気ガスを送風機７２により流動層乾燥機６５ａに送り、流動層６５ａにおける流動乾燥
に必要な熱風として利用している。これにより、熱風発生炉等の新たな設備を設ける必要
が無くなり、乾燥コストを低減することができる。
【００６５】
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　ここで、流動層乾燥機について詳細を説明する。
【００６６】
　流動層乾燥機は、図７に示すように、乾燥前の造粒物１１を蓄積するための供給ホッパ
２と、供給ホッパ２に蓄積された造粒物１１を乾燥機本体１に供給するための供給装置（
スクリューフィーダ）３と、乾燥機本体１に熱風を供給するための熱風炉（もしくはダク
トバーナ）７および送風機８とを備えている。
【００６７】
　乾燥機本体１の下部には分散板４が配設されており、分散板４の下方に風箱６が形成さ
れている。熱風炉７から供給される熱風は風箱６内に導かれて分散板４を通過し、フリー
ボード部９内に吹き込まれる。
【００６８】
　乾燥機本体１の側方下部には、乾燥後の造粒物１３を抜き出すための排出装置５が設け
られている。また、乾燥機本体１の上部には、集塵機（図３、図４、図６参照）に連通接
続された排気管１０が設けられている。
【００６９】
　この流動層乾燥機では、供給ホッパ２からフリーボード部９へ造粒物１１が供給される
。フリーボード部９へ装入された造粒物１１は、熱風炉７から送られてくるガスにより流
動層１２を形成しながら乾燥される。そして、乾燥後の造粒物１３は、排出装置５により
乾燥機本体１の外部へ排出される。また、排気管１０からの排ガスは集塵機（図３、図４
、図６参照）へ導かれて微粉が集塵される。この微粉は混練機（図３、図４、図６参照）
へ導かれて、造粒工程で再利用される。
【実施例】
【００７０】
　図８の本発明に係る焼結原料の事前処理方法で用いる焼結設備の具体的構成をベースに
実施例を説明する。
【００７１】
　図８は、本発明に係る焼結原料の事前処理方法で用いる焼結設備の具体的構成を示す模
式図である。
【００７２】
　図８に示すように、貯蔵槽は原料ヤードから搬送された水分を含む焼結原料を貯蔵する
ための第１～第４貯留槽５１ａ，５１ｂ，５１ｃ，５１ｄと、乾燥工程で乾燥した後の焼
結原料の一部をリターンさせて使用する第５貯留槽５１ｅからなる。第１貯留槽５１ａ～
第５貯留槽５１ｅには、それぞれ槽内の焼結原料の切出し速度を調整可能な切出し装置が
内蔵されている。
【００７３】
　第１～第５貯留槽５１ａ，５１ｂ，５１ｃ，５１ｄ，５１ｅの出口下側には、各貯留槽
５１ａ，５１ｂ，５１ｃ，５１ｄ，５１ｅに貯蔵された焼結原料を搬送するための第１ベ
ルトコンベア５２が配設されている。また、第１ベルトコンベア５２の出口側には、焼結
原料を粉砕機へ搬送するための第２ベルトコンベア５３が配設されている。さらに、第２
ベルトコンベア５３の上部には、乾燥後の焼結原料を、水分を含む焼結原料へ戻すための
第４ベルトコンベア５５が配設されている。
【００７４】
　第２ベルトコンベア５３の下流側には、処理工程で使用する装置として、粉砕機５６、
混練機５７、造粒機５８、乾燥機５９が、この順で配設されている。
【００７５】
　粉砕機５６はローラープレス粉砕機、混練機５７にはレディゲミキサー、造粒機５８に
はドラムミキサー、乾燥機５９には流動層乾燥機を用いた。
【００７６】
　また、乾燥機５９の排気ガス出口には集塵機（図示せず）が連通接続されており、集塵
機で集塵された微粉（ダスト）が第５貯留槽５１ｅへ戻されるようになっている。なお、
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ベア５５を経て第２ベルトコンベア５３へ搬送される。
【００７７】
　また、第１貯留槽５１ａ～第４貯留槽５１ｄのそれぞれの切出し装置出側と、第２ベル
トコンベア５３の出口側にはそれぞれ水分計（図示せず）が配設されている。尚、切出し
装置出側の水分計の替わりに、原料ヤードから焼結原料を搬送するための搬送経路途中に
水分計を設けても構わない。この水分系は、例えば赤外線吸収式水分計、水晶発振式水分
計、中性子水分計等を用いることができる。
【００７８】
　このように、本発明に係る焼結原料の事前処理方法では、処理工程の途中で原材料の少
なくとも一部を循環させて水分値を調整するようになっている。
【００７９】
　＜水分値の調整＞
　次に、具体的な実施例に基づいて、本発明に係る焼結原料の事前処理方法における水分
値の調整を説明する。
【００８０】
　以下に説明する実施例では、第１～第４貯留槽５１ａ，５１ｂ，５１ｃ，５１ｄからの
切出量および水分値、第５貯留槽５１ｅからの切出量および水分値、第２ベルトコンベア
５３により搬送される焼結原料の水分値、第３ベルトコンベア５５により循環使用される
焼結原料の循環量について、時間経過と水分値との関係を説明する。
【００８１】
　下記の表１に、第１～第４貯留槽５１ａ，５１ｂ，５１ｃ，５１ｄのそれぞれに貯留さ
れている焼結原料の種類と水分率、第１～第４貯留槽の総切出し量に対する各貯留槽の切
出し量の割合（通常時）を示す。また、表２に、豪雨により、水分率が高くなった際の、
各貯留槽の焼結原料の水分率と、第１～第４貯留槽の総切出し量に対する各貯留槽の切出
し量の割合を示す。第５貯留槽５１ｅ内の乾燥後のリターン焼結原料については、水分率
は平衡含水率（ほぼ０％）となっている。
【００８２】
　また、粉砕機５６以降の処理時における焼結原料の水分率の狙い値（第２ベルトコンベ
ア５３出口側の水分測定値）を５～９％とする。
【００８３】
【表１】

【００８４】
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【表２】

【００８５】
　ここで鉄鉱石の水分率は、石灰石と蛇紋岩の水分率よりも高めの傾向があるが、これは
鉄鉱石は山元において発塵防止目的で水散布を行っていること、及び、石灰石と蛇紋岩は
、原料ヤードからの入れ替えが早いことによるものである。このように、各焼結原料によ
って水分率は異なるため、各貯留槽毎に水分率を測定した。
（実施例１）
　＜乾燥した焼結原料のリターン量が一定の場合＞
　まず、乾燥した焼結原料のリターン量を一定に調整した場合における時間経過と水分値
との関係を説明する。図９は、リターン量が一定の場合における時間経過と水分値との関
係を示すタイムチャートである。
【００８６】
　リターン量が一定の場合には、図９に示すように、通常の処理状態において、粉砕機５
６以降の処理時における焼結原料の水分率の狙い値（第２ベルトコンベア５３出口側の水
分測定値）を５～９％として、第５貯蔵槽５１ｅから５０ｔ／ｈで乾燥した焼結原料（水
分率０質量％）を切り出し、第１～第４貯留槽５１ａ，５１ｂ，５１ｃ，５１ｄから１５
０ｔ／ｈで水分を含む焼結原料（平均水分率７．７質量％）を切り出しているため、第２
ベルトコンベア５３により搬送される焼結原料の平均水分値は５．９質量％となり、安定
して狙い値を保っている。
【００８７】
　但し、ここで、豪雨のため原料ヤードから供給される焼結原料の平均水分値が１１質量
％に上昇すると、処理工程へ投入される焼結原料に反映し、図９に示すように第２ベルト
コンベア５３により搬送される焼結原料の平均水分値が８．５％に上昇する。
【００８８】
　乾燥後の焼結原料をリターンすることにより、水分を含む焼結原料の平均水分率が、１
１％と、狙い値の５～９％を超えても、粉砕工程以降の水分率を、狙い値の範囲内に収め
ることができた。
【００８９】
　但し、この場合、狙い値の範囲内ではあるが、急激に水分率が上昇したため、粉砕機５
６に投入される焼結原料の水分値が急上昇して、粉砕、混練、造粒、乾燥時に適正な水分
管理を行うことが一時的にできなくなり、２時間程、造粒効率が低下して生産性が低下し
た。
（実施例２）
　＜逐次水分調整を行う場合＞
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　図１０を参照して、実施例２に係る焼結原料の事前処理方法を説明する。図１０は、水
分調整を行う実施例１における時間経過と水分値との関係を示すタイムチャートである。
【００９０】
　粉砕機５６以降の処理時における焼結原料の水分率の狙い値（第２ベルトコンベア５３
出口側の水分測定値）を５～９％として、調整する。
【００９１】
　実施例２に係る焼結原料の事前処理方法は、図１０に示すように、豪雨のため原料ヤー
ドから供給される焼結原料の水分値が上昇すると、第５貯留槽５１ｅから供給される乾燥
した後の焼結原料の供給量を一旦増加させた後に、徐々に減少させるとともに、第１～第
４貯留槽５１ａ，５１ｂ，５１ｃ，５１ｄから供給される焼結原料の供給量を一旦減少さ
せた後に、徐々に増加させるようにしたものである。
【００９２】
　その他の条件は、実施例１と同様である。
【００９３】
　具体的には、図１０に示すように、初期の処理状態において、第５貯留槽５１ｅから５
０ｔ／ｈで焼結原料を切り出し、第１～第４貯留槽５１ａ，５１ｂ，５１ｃ，５１ｄから
１５０ｔ／ｈで水分を含む焼結原料を切り出しているため、第２ベルトコンベア５３によ
り搬送される焼結原料の水分値が５．９％となっている。この場合、第５貯留槽５１ｅか
ら供給される乾燥した後の焼結原料の水分値は０％であり、第１～第４貯留槽５１ａ，５
１ｂ，５１ｃ，５１ｄから供給される焼結原料の水分値は７．７％となっている。
【００９４】
　ここで、豪雨のため原料ヤードから供給される焼結原料の水分値が１１％まで上昇する
と、処理工程へ投入される焼結原料に反映し、第２ベルトコンベア５３により搬送される
焼結原料の水分値が上昇する。そこで、第５貯留槽５１ｅから供給される乾燥した後の焼
結原料の供給量を一旦増加させた後に、徐々に減少させるとともに、第１～第４貯留槽５
１ａ，５１ｂ，５１ｃ，５１ｄから供給される水分を含む焼結原料の供給量を一旦減少さ
せた後に、徐々に増加させる。このため、第２ベルトコンベア５３により搬送される焼結
原料の水分値が徐々に上昇して、最終的に８．５％になる。
【００９５】
　実施例２では、上述した手順により逐次水分調整を行っているため、粉砕機５６に投入
される焼結原料の水分値が急上昇することがなく、適正な水分管理を行うことが可能とな
るので、粉砕、混練、造粒、乾燥時の適正な管理が可能で、生産性は悪化せず、安定的に
処理することができた。
【００９６】
　また、実施例２は連続的に徐々に水分調整を行ったが、粉砕工程以降の後工程に悪影響
を与えない範囲で、ステップ状に段階を踏んで水分調整した際（５．９→６．５→７．２
→７．９→８．５％）も、粉砕機５６に投入される焼結原料の水分値が急上昇することが
なく、適正な水分管理を行うことが可能となり、粉砕、混練、造粒、乾燥時の適正な管理
が可能で、生産性は悪化せず、安定的に処理することができた。
【００９７】
　なお、本発明に係る焼結原料の事前処理方法において使用する装置は上述したものに限
られず、焼結原料を乾燥する事前処理において、混練・造粒・乾燥、または、粉砕・混練
・造粒・乾燥して他原料に添加することができれば、どのような装置を用いてもよい。
【産業上の利用可能性】
【００９８】
　本発明は、主として結晶水含有率が高い鉄鉱石を原料として焼結鉱を製造する際に有用
であるが、一般的な焼結原料を事前処理する際にも広く応用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００９９】
【図１】本発明に係る焼結原料の事前処理方法に用いるプロセスフロー例を示す図である
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。
【図２】本発明に係る焼結原料の事前処理方法に用いるプロセスフロー例を示す図である
。
【図３】本発明に係る焼結原料の事前処理に用いる設備の概略構成例を示す図である。
【図４】本発明に係る焼結原料の事前処理に用いる設備の概略構成例を示す図である。
【図５】本発明に係る焼結原料の事前処理方法に用いるプロセスフロー例を示す図である
。
【図６】本発明に係る焼結原料の事前処理に用いる設備の概略構成例を示す図である。
【図７】本発明に係る焼結原料の事前処理に用いる流動層乾燥機の概略構成を示す模式図
である。
【図８】本発明に係る焼結原料の事前処理方法で用いる焼結設備の具体的構成を示す模式
図である。
【図９】リターン量一定の実施例１の場合における時間経過と水分値との関係を示すタイ
ムチャートである。
【図１０】逐次水分調整を行う実施例２における時間経過と水分値との関係を示すタイム
チャートである。
【符号の説明】
【０１００】
　　１　乾燥機本体
　　２　供給ホッパ
　　３　供給装置（スクリューフィーダ）
　　４　分散板
　　５　排出装置
　　６　風箱
　　７　熱風炉（ダクトバーナ）
　　８　送風機
　　９　フリーボード部
　１０　排気管
　１１　乾燥前の造粒物
　１２　流動層
　１３　乾燥後の造粒物
　２１、２１ａ、２１ｂ　水分を含む焼結原料
　２２　混練工程
　２３、２３ａ、２３ｂ、２３ｃ　造粒工程
　２４　乾燥工程
　２５　粉砕工程
　２６　焼結工程
　５１ａ第１貯留槽
　５１ｂ　第２貯留槽
　５１ｃ　第３貯留槽
　５１ｄ　第４貯留槽
　５１ｅ　第５貯留槽
　５２　第１ベルトコンベア
　５３　第２ベルトコンベア
　５５　第３ベルトコンベア
　５６　粉砕機
　５７　混練機
　５８　造粒機
　５９　乾燥機
　６１　水分を含む焼結原料の貯留槽
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　６２　搬送装置
　６３　混練機
　６４、６４ａ、６４ｂ、６４ｃ　造粒機
　６５ａ　流動層乾燥機
　６５ｂ　集塵機
　６６ａ、６６ｂ、６６ｃ、６６ｄ　リターン装置
　６７ａ、６７ｂ、６７ｃ、６７ｄ　水分計
　６８　粉砕機
　６９　リターン焼結原料の貯留槽
　７０　焼結機
　７１　焼結クーラー
　７２　送風機

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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